予算要求資料
平成２８年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：国際化推進費
	事業名　県費留学生地域共生活用促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　商工労働部　国際戦略推進課　国際交流係　電話番号：058-272-1111（内2358 ）

　　　　　　　E-mail：c11129@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　    ２，５５８千円（前年度予算額：２，５５８ 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,558
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,558

	要求額
	2,558
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,558

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　本県出身のブラジル、アルゼンチン及びペルーへの移住者の子弟等を、県内大学等に留学生として受け入れるとともに、多文化共生事業への活用を図る。また、本県出身のブラジル、アルゼンチン及びペルーへの移住者の子弟等を県内大学等に留学生として受入れることで、岐阜県の魅力を感じてもらい、将来にわたり本県との交流・協力を推進する人材を育成し、移住者社会を支援する。
（２）事業内容

　　①移住者支援

　　　　本県出身移住者の子弟等を受け入れ、留学生として県内の大学等で勉学させることにより、将来にわたり本県との交流・協力を推進する人材を育成し、移住者社会を支援する。

　　　　対象：ブラジル、アルゼンチン及びペルーの岐阜県人会の会員又は会員の子弟

　　　　受入人数：１名

　　②国際交流推進支援

　　　　国際交流団体の実施する事業への参加等、県や市町村の推進する国際交流施策推進を支援する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県出身者の移住者支援施策であり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　　　なし
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	69
	業務旅費、費用弁償（留学生関係市町村派遣に係る旅費）

	需用費
	10
	消耗品費

	その他
	2,479
	負担金（県費留学生地域共生活用促進事業に係る留学費）

	合計
	2,558
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　岐阜県国際交流戦略
　　　国際交流戦略に基づく分野別及び国・地域別交流の進め方

　　　　２　国・地域別交流の方向性　（４）南米地域
（２）国・他県の状況

　　国及び他県においても、海外移住者支援事業を実施している。
（３）後年度の財政負担
　　今後も引き続き各県人会との連携強化を図るため、財政負担は必要。
（４）事業主体及びその妥当性
　　県出身者の移住者支援施策であり、県は事業主体として妥当。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　今後の岐阜県とブラジル、アルゼンチン、ペルーとの交流促進において、現地県人会は核となる存在になっており、その活動支援を行い、更には国策として送り出された移住者のアイデンティティの継承を行っていく。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	留学生受入数
	０
（H15）
	１
（H25）
	１
（H26）
	０
（H27）
	１
（H28  ）
	0.0％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　県費留学生地域共生活用促進事業において、ブラジル、ペルー、アルゼンチンの各県人会からの推薦を求めたが、推薦者がおらず留学生受入れは未実施となった。
　次年度以降の留学生受入れに向けて、各県人会員に対する本事業の継続的な広報を依頼した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　本県出身移住者の子弟等を受け入れ、留学生として県内の大学等で勉学させることにより、将来にわたる本県との交流・協力を推進する人材を育成し、移住者社会の支援を目指す。
　また、今後も本事業を継続することで、岐阜県出身であるというアイデンティティの継承支援を行うことができる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	移住から長い年月が経っており、各国県人会の若い世代において、日本とのつながりが希薄となってきている。本県出身移住者の子弟等を留学生として受入れることで、将来にわたり本県との交流・協力を推進する人材を育成することができる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△
	各県人会員の若い世代では、日本語の読み書きができない会員が増えている。応募要件として、日本語の読み書きがあり、応募可能な会員が減少傾向にある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	県費留学生の来岐経費を精査し、その受入・活用においては県が推進する多文化共生推進施策において活用するなどしている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　各国県人会の会員（特に役員クラス）が高齢化していることで若い日系人の参加が課題であり、各国県人会において若い人たちが参加できる県人会の活動の仕組みづくりが必要である。
　また、日本語の読み書きができない若い日系人が増えており、日本とのつながりが希薄となってきているため、日本とのつながり作りが必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　今後、ブラジルをはじめとした南米地域は日本企業においてビジネス展開するための重要な地域に位置付けられつつあり、現地で活躍する日系人との結びつきが重要となってくる。今後とも本事業を継続し、将来にわたり本県との交流・協力を推進する人材を育成していく。


